
立憲民主党
参議院議員 吉田忠智

ただとも通信No.76

発行：参議院議員

吉田忠智事務所

大分事務所：〒870-0045 大分県大分市城崎町2-2-19 城崎法務ビル305号室
TEL：097-573-8527 FAX:097-573-8528
国会事務所：〒100-8962 東京都千代田区永田町2-1-1 参議院議員会館206号室
TEL:03-6550-0206 FAX:03-6551-0206

SNS

2026年6月5日発行

農業・農村を支える基盤整備と担い手確保を
国に求める―決算委員会

5月27日の参議院決算委員会で、私は、農業・農村を支える基盤整備の充実と担い
手確保について鈴木農林水産大臣や政府参考人に質問しました。
まず、中東情勢の緊迫化による農業への影響を取り上げました。原油価格の高騰は
農業機械用燃料や資材価格の上昇を招き、農家経営を圧迫しています。現場では資材
調達の「目詰まり」も発生しており、相談体制の強化やセーフティーネット資金の活
用を求めました。
続いて、農業水利施設の維持管理や農村の将来像を描く「水土里ビジョン」の策定
支援について質問しました。農村では人口減少や高齢化が進み、水路やため池の管理
が課題となっています。私は事務経費や合意形成支援の拡充を求め、大臣からは大分
県内でも令和8年度から策定に着手する地域があるとの答弁がありました。
また、土地改良区事務所の老朽化対策や、土地改良事業団体連合会（土地連）の技
術者確保、ICT活用への支援強化を提案しました。
さらに、多面的機能支払交付金の安定確保や、ため池廃止工事・ファームポンド耐
震設計に関する会計検査院の指摘への対応を求めました。農業インフラの安全確保は
地域住民の暮らしを守るうえで欠かせません。
最後に、新規就農者支援について、49歳以下中心の制度を見直し、50歳以上にも支
援を拡充すべきだと提案し、前向きな答弁を引き出しました。農業従事者の高齢化が
進む中、経験豊かな中高年層の就農は地域農業の大きな力になります。これからも現
場の声を国政に届け、持続可能な農業と農村づくりに取り組んでまいります。



6月2日、日本教職員組合の皆さんから、2027
年度教育予算拡充に関する要請を受けました。
要請では、教育予算の増額、35人学級の推進、
スクールカウンセラーなど専門スタッフの配置
拡充、給食費や高校授業料の負担軽減などにつ
いて意見を伺いました。
また、深刻な教員不足の解消や、子どもの命
を預かる部活動の在り方についても意見交換を
行いました。
子どもたちの学びと安全を守るため、教職員
が安心して働ける環境整備と教育条件の改善に
引き続き取り組んでまいります。

教育現場の課題解決に向けて日教組と意見交換

地域の足を守るために
―国交委員会質疑

6月2日、参議院国土交通委員会で、地域公共交
通法改正案について質問しました。
人口減少や高齢化、運転手不足の影響により、
全国では約2,500か所もの「交通空白」が発生し
ています。大分県でも18市町村のうち9市町で
33地区が交通空白として把握されており、地域
の移動手段確保は待ったなしの課題です。
私は質疑で、別府市の公共ライドシェアや豊
後大野市のAIオンデマンド交通など、大分県内
の先進的な取組を紹介しながら、自治体の負担
軽減や国の支援強化を求めました。特に、小規
模自治体では担当職員が不足しており、広域連
携や都道府県による支援体制の強化が不可欠で
あることを指摘しました。
また、公共ライドシェアの導入にあたっては、
安全管理の徹底や既存のバス・タクシー事業者
との共存が重要です。地域交通を支えてきた事
業者や現場で働く皆さんの声を十分に踏まえな
がら進めるべきであると訴えました。

さらに、公共交通は単なる移動手段ではなく、買い物、通院、通学など住民の暮らしを
支える「社会的共通資本」であると強調し、その維持のためには国が責任を持って財源を
確保し、自治体への支援を強化すべきだと求めました。
特に、高齢者や障がいのある方、運転免許を持たない住民にとって公共交通は生活その

ものであり、地域に住み続けるための重要な基盤です。交通網の維持は地域経済や観光、
防災にも直結する課題であり、地域間格差を拡大させないためにも国の積極的な関与が必
要です。
誰もが安心して移動できる地域社会の実現に向け、今後も現場の声を国政に届けながら、

地域の足を守るため全力で取り組んでまいります。
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